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国民のみなさん！
障害者・家族、関係者のみなさん！
　私たち障害者の生活と権利を守る全国連絡協議会は、本日、第４０回全国集会を開催し、平和と暮らし、人権を守るために、あらたな運動を前進させようと誓い合いました。
  今日、小泉政権に続く安倍政権は、平和と暮らしに対するかつてない攻撃を強めてきています。平和をめぐっては、戦争のできる軍隊保持のための９条改悪など、憲法改悪の危険な企みが、いよいよ政治日程化され、これら改憲の動きと連動した教育基本法の改悪が現在開会中の臨時国会で重大な局面をむかえています。くらしをめぐっては、雇用・生活不安の広がりの中で格差・貧困問題が深刻化してきており、これに拍車をかけるかのように社会保障・社会福祉制度の連続的改悪、消費税増税など、国民と障害者・家族にこれまで以上の負担をおしつけ、二重三重の生活苦をおしつけようとしています。
  とりわけ、障害者分野では、障害者自立支援法が今年４月から実施され、「応益負担」の導入に伴う大幅な負担増からサービス利用を抑制・断念するといった、あってはならない問題が障害者・家族の生活を直撃しています。また３年後には、あの問題多い介護保険との｢統合｣もすでに検討されており、障害が重くサービス利用を必要とする人・低所得者ほど保険料・利用料の負担が重くなるという問題をさらに深刻化させようとしています。
　しかし、こうした攻撃の強まりの中で、私たちは多くの国民との共同で果敢に反撃し、「憲法を守れ！」「教育基本法改悪反対！」の運動の輪を大きく広げてきています。全国５０００を超え、急速に広がりつつある「９条の会」とも連帯した「障害者・患者９条の会」が各地で結成されつつあり、とりくみを強めてきています。障害者自立支援法に対する運動では、障害者・患者団体との共同行動が中央・地方でねばり強くとりくまれています｡『出直してよ！「障害者自立支援法」１０．３１大フォーラム』では、全国各地から１５０００人の障害者・家族、関係者が東京・日比谷に集い行動しました。同様の集会・行動が各地でもとりくまれ、「自治体独自の減免を！」などを求め、積極的な運動がすすめられています。こうした共同行動の前進は、障害者運動史上かつてないことであり、その勢いは政府・厚生労働省、自治体に危機感と動揺を与え、制度の見直しをせざるを得ない状況を切り開いてきています。
国民のみなさん！
障害者・家族、関係者のみなさん！
  私たちは、多くの方々と手と手を固く結びながら運動することが、今日の安倍政権による平和と暮らしに対する攻撃を打ち破り、真に障害者・国民の願いにそった施策を実現すると確信しています。折しも、国連では「障害者権利条約」が採択されようとしており、国際的な人権保障のとりくみがこれまで以上に強められようとしています。こうした動きも大きな力にして共同・連帯のとりくみをすすめていきましょう。また、来たるべき一斉地方選挙・参議院選挙では、「社会保障拡充」「応益負担反対」などを大きな争点とし、政治の動向にも深い関心をもっていきましょう。
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